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人口減少対策調査特別委員会 

 委員長 信 貴 良 太 

 

 

本委員会の令和６年度の活動経過について、次のとおり報告します。 
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委  員 上 村 太 一    

委  員 山 口 典 子    
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１．設置目的 

  こども家庭庁の発足を受け、持続可能な自治体運営の最大の脅威と言える人口減少問

題に立ち向かうべく、人口誘導に資する子育て支援、産業振興、まちづくりとそれらの

効果的な情報発信、ＩＣＴやＡＩの活用について調査審議することを目的とする。 

 

２．委員会活動の経緯 

 （１）第１回委員会（令和６年５月２０日） 

    正副委員長の互選 

 

 （２）研修会（令和６年１０月１０日） 

オンラインによる講演形式での実施。その後、講師に対して質問を行う。 

・研修テーマ 人口減少といかに向き合うか～『消滅可能性都市』公表から１０年 

   ・講   師 日本郵政株式会社 取締役兼代表執行役社長 増田 寬也 

 

 （３）第２回委員会（令和７年１月１５日） 

本委員会の設置目的（こども家庭庁の発足を受け、持続可能な自治体運営の最大

の脅威と言える人口減少問題に立ち向かうべく、人口誘導に資する子育て支援、産

業振興、まちづくりとそれらの効果的な情報発信、ＩＣＴやＡＩの活用について、

調査審議すること）の範囲を議題とし、当局に対し質問を行う。 

 

３．行政視察（令和６年１０月３１日～１１月１日） 

（１）松戸市 

    テーマ 保育士確保「松戸手当」 について 

 （２）東京都 

    テーマ ＴＯＫＹＯ創業ステーションＴＡＭＡ について 


